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１． 研究課題 

本研究は基礎自治体の範域をこえる広域圏を計画単位とする研究代表者の一連の理論的成果を

踏まえ、都市計画と農村計画を一元的に進め、広域連携の新たな担い手に、自治体と協働する民間

企業を想定するものである。そして、自治体と協働可能な民間企業として、複数市町村を商圏とし

て活動する地域密着の中小規模の建設業を位置づけ、以下の研究計画・方法に記した手順で、その

フィジビリティを検証することを目的とする。 

この発想は、研究代表者が、2017〜18 年度、経済産業省の「地域未来牽引企業の選定に係る有識

者委員会」に参加した経験が背景にある。「地域未来牽引企業」は地域内外の取引実態や雇用・売上

高を勘案し、地域経済のバリューチェーンの中心的な担い手として、現在、全国で 4,743 社（うち

378 社が建設業）社が選定されている。 

地元密着の建設業が公共サービスの市場化の役割を担い、公共施設の指定管理や各種 PFI 事業

へ参画する先進例も増えており、（県境を越える）広域の商圏で事業を複合化して展開することに

よるスケールメリットの実現も期待される。人口減少下において、建設業が業態の変更を模索す

る中で、旧来のゼネコンの下請けや孫請けの地元の「土建」業から、複数の自治体と協働した

「まちづくりマネジメント」業へ転換することが大いに期待できる。 

 

２． 主な研究成果 
本研究は、基礎、理論、実践応用の３つのレベルからなり、Step1 理論的仮説、Step2 実証分析、

Step3 FS 検証・実用的応用、Step4 理論化、Step5 政策化の５段階で進める。全国レベルの調査と

ケーススタディを併用し、参画する民間企業を具体的に想定してフィールドごとに３年間かけて理

論と実践の間を往復する研究方法が特徴で、広域圏計画実践への民間企業参画の可能性を理論と実

践の両面から明らかにする。 

特に、Step3 では、「地域未来牽引企業」に選定されている P 社グループ企業（全 26 社）の参画

を想定している。P 社グループは『いえ普請、みち普請、まち普請』を掲げる建設業を本業とする

企業体で、埼玉県北部および千葉県北部を商圏として設定し、地域密着で実績を上げている。また、

グループ内に独自の研究所を設置している。新たな社会資本整備にも積極的で、モデル広域圏計画

案の事業実施の可能性と採算性の検証の対象としてふさわしい企業グループだと判断される。 

具体的には、以下の５つを段階的に進める。 
 
（１） 民間企業の特性を活かした広域圏計画を想定し、 ①広域圏（=商圏）の範域の設定方法（計

画単位）、②広域圏（=商圏）で担う公共サービスの選択（計画主題）、③広域圏（=商圏）にお

ける意思決定方法のあり方（計画ガバナンス）に着目した計画技術のフレームワークを構築す

る。 (Step 0, 1) 
 
（２） 全国を俯瞰して、Step0、1の成果に基づき、「地域未来牽引企業」に選定された建設業（n=378）



の広域圏計画実践への参画のフィジビリティをアンケートやヒアリング、現地視察を通じて実

証的に確認し、参画への障壁とその回避について考察する 。(Step 2) 
 

（３） 埼玉県と千葉県の県境を跨ぐ広域圏（=商圏）をケーススタディの対象として、各自治体の

総合計画他を参照し、５機能（住宅・福祉・交通・観光・防災）に関するモデル広域圏計画案

を策定する。公共サービスの担い手として民間企業（P社グループ）を想定し、モデル広域圏計

画案の事業実施の可能性と採算性について、Step1で構築した計画技術のフレームワークに照

らして検証する。 さらに、民間企業による公共サービスの提供に関する市民の意向調査をWEB

アンケートにて行う（n＝2000）。(Step 3) 
 

（４） モデル検証成果の適用確認と普遍的理論へのフィードバックを行う 。(Step 4) 

＜Step3 と Step４は３年間かけ８自治体の範域（『江戸後
うしろ

』と命名）を対象に行う＞ 
 
（５） 国および自治体（全国市長会、全国町村長会ほか）へ政策提言をする。(Step 5) 

 

 2023 年度は、研究の初年度にあたり、Step1 を終えた段階にある。2024 年より科学研究費基盤 B

に採択されたことを受けて、研究をさらに加速させる。 
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５． 研究活動の課題と展望 

本研究は、都市計画と農村計画を一元的に進める広域圏計画実践の新たな担い手として、複数の自治

体と協働する民間企業を想定するもので、自治体と協働可能な民間企業の候補として、複数市町村を商

圏として活動する地域密着型の中小規模の建設業を位置づける。 

これを前提に、民間企業の特性を活かした広域圏計画の ①「計画単位」②「計画主題」③「計画ガバ

ナンス」に着目した計画技術のフレームワークを構築する。次に、そのフィジビリティの全国レベルに

おける確認と具体的なケーススタディ・エリアにおいてモデル広域圏計画案を策定し、民間企業の参画

による事業実施の可能性と採算性を前述の計画技術のフレームワークに照らして検証する。さらに、普

遍的な理論へフィードバックし、政策提言を行うことを展望している。 

 


